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2010県労連賃金確定闘争大綱妥結
給与抑制の終結を確認！産業医（精神科医）の健康管理Cへの配置を実現！

月例給の引下げは2011年1月から、持ち家手当は継続協議、臨任・非常勤職員の休暇改善

　県労連は11月10日に最終交渉を設定し、断続的に交渉を行った結果、11日午前4時過ぎから三役交渉に入り、示された最終回答を基に県労連幹事団として単組批准にかけ、午前6時40分、今期の賃金確定交渉について大綱妥結しました。

　今期確定闘争は、最終交渉日まで交渉の前提条件である3％賃金カット終了についての明確な回答がなく、今年度も賃金カットの上に、一時金の削減と月例給の引下げ勧告を受けた中での交渉となり、「二重削減」をどこまで圧縮できるか、さらに、住居手当（持ち家）の廃止提案をいかに回避するかが大きな焦点でした。

　県労連幹事団は最後まで、月例給、一時金などの引下げ幅の圧縮、臨任・非常勤の処遇改善を求めましたが、当局の強硬な姿勢を打ち破ることができませんでした。

　一方で、3％賃金カットの終結、住居手当（持ち家）の継続協議、メンタルヘルス課題、臨任・非常勤職員の処遇改善については、一定の前進を勝取ることができました。県労連としてはこうした回答を総合的に判断し妥結しました。

主な妥結内容

○月例給の引下げ改定は来年1月実施。

○年間一時金0.2月引下げ。今年12月は0.2月引下げ。

○住居手当（持ち家）は継続協議

○健康管理センターに産業医（精神科医）を配置

○メンタルヘルスの相談窓口を外部に拡充する。

○臨任職員の年休を1日拡大。

○非常勤職員の年休取得方法の改善。

○人事制度改革に係る研修設定の改善

自治労県職労の判断

自治労県職労は次の点を判断し、妥結批准を確認しました。

○3％賃金カットを来年3月で終了することができたこと。

○自治労県職労の重点要求課題であった、健康管理センターへの精神科医である産業医の配置を勝取り、今後、総合的なメンタルヘルス対策を構築する足がかりとすることができたこと。

○メンタルヘルス相談窓口を拡充することができたこと。

○不十分ながら、月例給の引下げ時期を来年1月とすることができたこと。

○住宅手当（持ち家）について、拙速な廃止提案を回避し、継続して協議することとしたこと。

○忌引休暇の改悪提案を撤回させることができたこと。

○自治労県職労が主張した研修改善が示されたこと。

■2011年度以降勤勉手当成績率
	勤務成績区分
	成　績　率
	人員分布率

	特に優秀
	79.0／100
	10％以内

	優　　　秀
	72.5／100
	30％以内

	良　　　好
	66.0／100
	


■2010年12月勤勉手当成績率

	勤務成績区分
	成　績　率
	人員分布率

	特に優秀
	76.5／100
	10％以内

	優　　　秀
	70.0／100
	30％以内

	良　　　好
	63.5／100
	


· 期末手当は、今年12月は1.35月。来年以降6月は1.225月、12月は1.375月。
	項　目
	妥結内容（ゴシックは最終回答）

	基本賃金
	・2011年1月から、月例給を496円（0.12％）引き下げる。

・人事院が示した給料表を基本に改定。

・現給保障者は2011年1月から、現給保障額を0.17％引き下げる。

・教育職については全人連モデルを参考に行政職（１）表との均衡を図る。

	所要の調整
	・所要の調整は行なわない。

	期末・勤勉手当
	・年間の支給率を0.2月引き下げる。

・本年12月の期末・勤勉手当は、期末手当：1.5月→1.35月、勤勉手当：0.7月→0.65月。

・来年度以降は、6月期（期末手当：1.225月、勤勉手当：0.675月）、12月期（期末手当：1.375月、勤勉手当：0.675月）。

	勤勉手当成績率
	・本年12月は間差を0.065とし、「良好」0.685→0.635、「優秀」0.75→0.700、「特に優秀」0.815→0.765とする。

・来年度以降は間差を0.065とし、「良好」0.685→0.66、「優秀」0.75→0.725、「特に優秀」0.815→0.79とする。

・分布率に変更はない。

	期末手当（任期付研究員・特定任期付職員）
	・期末手当について、年間の支給率を0.15月引下げることとし、6月に支給する期末手当の支給率を1.4月、12月に支給する期末手当の支給率を1.55月に改正し、2011年4月1日から適用する。

・今年度は12月に支給する期末手当の支給率を1.5月とする。

	地域手当
	・現行どおり10％とする。

	住居手当（持ち家）
	・人事委員会の報告とこれまでの交渉の経過を踏まえ、公民較差の解消の手法及び職員のワークライフバランスの観点などを加味した働きやすい環境づくりについて労使で話し合いの場を設けることとする。

	給与抑制
	・約束どおり、2011年3月をもって終了する。

	休暇
	・職場からの声を踏まえ、忌引休暇は現行どおりとしたい。

	年休
	・年次休暇の繰り越しについて、労働基準法改正の趣旨を踏まえ、2010年に付与された年次休暇から、時間単位についても繰り越すことができることとするとともに、時間単位で取得した場合の1日への換算については、2011年1月1日から8時間で1日とするものとする。

	メンタルヘルス不全
	・2011年度から健康管理センターに精神科医の産業医を配置する。

・メンタルヘルス相談窓口の拡充をおこなう。

・職場リハビリテーションのアンケート調査を行い、検証の上で事例集を作成したい。

・国では、「試し勤務」が検討されているが、動向を見極め、しかるべき場で議論したい。

	時間外勤務手当
	・1ヶ月60時間を超える時間外勤務について、積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の時間外勤務も含めることとし、日曜日及びこれに相当する日の時間外勤務手当の割増率を35％から50％に引き上げることとし、2011年4月から実施する。

・日曜日又はこれに相当する日の時間外勤務について、引き上げられた割増率が適用される場合は、その引き上げられた時間数に応じ、時間外勤務代休時間に代えることができるものとする。

	福利厚生
	・県費負担の結婚・出産祝金、弔慰金は今年度をもって廃止。

・生花等葬儀への対応は雇用主の社会的儀礼として継続する。

・福利厚生事業については、大平荘は2013年3月までの廃止を目途に諸課題を整理するとともに、職員クラブ運営事業の廃止を含めて福利厚生全般を見直し、より使いやすい福利厚生事業へ組み替えることとし、今後、福利厚生小委員会で話し合っていくものとする。

	次世代育成
	・「子育てハンドブック」を作成したい。
・イントラにのせるだけでなく、該当者には所属長から子育てハンドブックを手渡すようにする。

	労働時間短縮
	・2008年からは、ノー残業デーに副部長が声かけを行い、21年からは管理職を対象に「タイムマネジメント研修」を実施している。

・必要なところには、必要な人員は配置する。

	非常勤等職員課題
	・臨時的任用職員の年次休暇について、現行の16日を17日とし、2011年4月から実施。（当初の6ヶ月の6日を7日に増やす。）

・非常勤職員の年次休暇について、6ヶ月間に取得できる年次休暇日数の範囲内で、1ヶ月継続8割以上勤務で2日の年次休暇を取得できるものとし、２０１１年４月1日から実施する。
・非常勤職員報酬の一部を常勤の給与改定にあわせて引下げる。

・加給については、2011年度から常勤職員同様に引き下げる。

・国では育児休業法の改正を申し出ている。また、介護休暇を措置することとしている。現時点では明確でない部分もあり、しかるべき場で話し合っていきたい。

	人事制度改革
	・12月下旬から追加研修を行う。当初募集時に研修を受けられなかった者を優先したい。

・来年度は受講ニーズを把握した上で研修計画を立て、適切な研修の設定を行いたい。
・人材育成マスタープランに伴う施策を行ってきた。人材育成は一人一人が自らの課題として受け止めることが大切である。適時の情報提供と話し合いを行っていきたい。

	人事評価システム
	・今後点検・検証を行い、見直しを要するところがあれば話し合って行きたい。


自治労団体生命・
自動車共済還元金
11月30日に
振り込みます！
※労金口座をお持ちでない加入者は、至急、組合事務所までご連絡ください。










